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和文抄録：介護支援専門員を対象に、ケアマネジメント介入による利用者の生活状態および生活意欲
の変化を捉える目的で、2010年-2011年の期間において１年毎に計２回の郵送調査をパネル調査とし
て実施した。両方の調査に回答が得られた199名の回答内容をもとに、利用者の生活動作､社会環境と
の関わりといった生活状態の変化と生活意欲の関連を見ることを目的とした二項ロジスティック回帰
分析を行った結果、「生活意欲」を低下させるリスク要因として、「食事の状況｣、「社会参加の状況」
および「経済的状況」が示された（p<､05)。こうした結果を受け、介護支援専門員は「生活意欲」を
低下させないよう、継続的なアセスメントに基づいて適切なサービスを提供していくことが求められ
るものと考える。
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１．本研究における課題の所在と研究目的
１．これまでの高齢者施策の変遷と生きがい
わが国の福祉制度は戦後50年あまりの間､生活困窮者対策を前提として展開されてきた。「最低限度の生活の
保障」という救貧・防貧の側面が強く、利用者は措置制度という行政側の決定によりその利用を決定されてい
た。措置制度は、公的責任のもとに供給体制を築いた点で評価される一方で、国による恩恵や保護の施策とし
ての色合いが強く、利用者の主体性を尊重するという観点ではなく、画一的な処遇とならざるを得なかった。
つまり、利用者はある問題を持つ対象、すなわち制度の客体とみなされがちであり、何が取り上げられるべき
問題なのかということを決定するのは､他ならぬ制度の側であった')。こうした措置制度の見直しの大きな契機
となったのは社会保障審議会の勧告「社会保障体制の再構築に関する勧告；安心して暮らせる２１世紀の社会を
目指して」であった。この勧告の基本的な方向性として「供給側の意向ではなく利用者の必要、選択に応じた
制度とすること」が示された。こうした動きは､1998年６月の「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ)」
として受け継がれることになる。「社会福祉基礎構造改革」は､戦後の体制を前提とした現行の社会福祉の枠組
みを見直し、少子・高齢化や社会福祉に対する国民の意識変化を鑑みた上で社会福祉の基礎構造を抜本的に改
革しようとするものであった。この「社会福祉基礎構造改革の最大の改革点はいうまでもなく措置から契約へ
という構造的な変革｣2)であり、福祉サー ビスは行政処分としてのトップダウンのサー ビス決定方式であった措
置から、自らサービスを選び、対等な関係で契約を結んでいく方式へと転換が図られた。
一方、1970年代半ばに転換した在宅福祉を中心とする政策理念を前提としながら、1990年代の「ゴー ルドプ
ラン｣、「新ゴー ルドプラン」といった施策展開による、高齢者の在宅生活を支援する資源の蓄積を待って、介
噛田和高：介護支援専門員の捉える利用者の生活意欲とその関連要因完
護保険法が2000年より実施された。介護保険制度では、事業運営を公的な管理の元に置きながらも、一定の条
件を満たした指定事業者を福祉サー ビス供給市場に参入させることで、福祉サー ビスを「準市場｣3)と設定し、
それぞれの高齢者が必要とする福祉サー ビスをケアプランの作成を通じて提供していくこととなった。この介
護保険制度は、社会福祉基礎構造改革の第一歩と称されるように、社会保険方式を取り入れ、サー ビス利用者
とサービス提供者の契約に基づいてサービス提供がなされるものである4)｡契約によりサービスが提供されるこ
とで､利用者にはサービスの選択性が確保されると共に、事業者に対して契約上の権利を有することとなった。
措置制度では利用者が行政機関からの選別の対象であったのに対し、介護保険制度導入より、利用者はサービ
スや事業所を選択する側に立つこととなり、また法的には利用者とサー ビス提供者間の関係は対等な関係と
なったのである３１。このように、わが国の高齢者福祉は、措置制度に基づき全ての決定権が行政にあり、利用者
である高齢者の主体性が極めて乏しいものであった時代から、高齢者が自らサービスを選択する主体として、
｢どう生きていきたいか」という意志と希望を反映させた契約という利用制度への変換が図られてきた6)。
しかし、老年期が「喪失の時代」とも称されるように、程度に差はあるが、加齢に伴う心身機能の低下によ
り、高齢者は喪失感や無気力感を感じており、また複合的で多様な生活課題から、自らの生活を「どう生きて
いきたいか」ということを肯定的に捉えることが難しくなってきていることが指摘されている。特に､要支援・
要介護状態となった高齢者はこうした傾向が強まることが推察され､「ゴー ルドプラン21」といった施策展開に
おいても、要支援・要介護高齢者に対するサービス基盤の整備に加え、高齢者が健康で「生きがい」をもって
生活できる社会体制作りが注目を浴びるようになってきた。こうした背景を受け「生きがい」について様々な
研究分野からの研究が蓄積されてきた。しかし一方で「生きがい」については統一的な概念定義がなされてい
るとは言えず、「生きがい」という用語の持つ多義性も同時に指摘され続けてきた7)。この「生きがい」につい
て、実際に高齢者へヒアリングを行い、その語りから「生きがい」の諸相を分析した鶴若の研究によれば、「生
きがいを持つ」「生きがいを感じる」ということとして、「いかに主体的、能動的に生きていると思えるか」と
いうことを析出している８１。また、長谷川らも「生きがい」に関する先行研究を概観した結果から「生きがい」
を「今ここに生きている実感、生きていく動機となる個人の意識｣9)として定義付けを行なっている。このよう
に近年では、福祉サービス供給体制の変容に伴い、高齢者が主体的、能動的に生きていると思える実感や、生
きていく動機となる意識を指す「生きがい」を持って生活できる社会を追求していくことが求められ、概念定
義に課題は残しつつも研究として一定の蓄積がなされてきたと言える。
２．要支援・要介護高齢者の「生きがい」と介護支援専門員の捉える「生活意欲」
こうした「生きがい」の考えについては、要支援・要介護高齢者に支援を展開するケアマネジメントの領域
においても欠かすことのできない要素として捉えられてきた。しかし、心理・身体・社会環境における何らか
の障害によって生活課題に直面している要支援・要介護高齢者の場合、自分の生活が思うようにならないこと
に歯がゆさを感じ、今までできていたことができなくなることで「生きがい」を喪失している、あるいは「生
きがい」について肯定的に表出することが難しくなっている場合が多い。そのため、要支援・要介護高齢者の
支援に関わる介護支援専門員は高齢者の「生きがい」に類する概念として「希望｣､｢生活における楽しみ｣､｢趣
味」「残存能力」等の情報を用いて、高齢者が主体的に生活していこうとする「生活意欲」を捉え、要支援･要
介護高齢者が主体的、能動的に生きていると思える実感や、生きていく動機となる意識を持って生活を継続し
ていけるよう支援に取り組んできており、ストレングスモデルのケアマネジメントやパーソンセンタードプラ
ンニングに依拠したケアマネジメント実践として定着を見せてきている。パーソンセンタードプランニングに
依拠した実践では，「希望」や「生活の中の楽しみ」などを支援者が熟考し、支援の中心に位置づける必要があ
ることが指摘されており'０)'１)、ストレングスモデルのケアマネジメント実践においても、支援過程の主役は利用
者であるという考えの基、自身の希望やニーズを見出すことができるように利用者の「得意なこと」や「残存
能力｣、「抱負」などから導いた、生活主体である利用者の「生活意欲」に焦点を当てた取り組みが強調されて
いる'2)。こうした実践は､利用者の生活意欲を支援に位置づけることで今後の生活に肯定的な意識を醸成し､支
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援過程に何が期待できて、高齢者自身はどのような形でそこに参加していけるのかということを明確にするも
のであり、その帰結として主体的､能動的に生きていると思える実感や､生きていく動機となる意識である「生
きがい」を醸成することにつながると考えられる。
そのため介護支援専門員は、要支援・要介護となった高齢者が「生きがい」を肯定的に捉えることが難しい
状況にあることを認識し、多角的な情報から「生活意欲」を導き、その意欲を維持・向上していくことで「生
きがい」を再醸成することを志向する支援を展開していくことが求められている。
３．本研究の目的
要支援・介護状態にある高齢者が増加し続ける中、要支援・要介護状態となった高齢者が「生活意欲」を維
持･向上させ、「生きがい」を持って生活し続けていくための条件整備に焦点を当てた研究の重要性は高まるも
のと考える。特に、介護保険サービスを利用することによって生じる生活様態の変容、実際に介護を受けるこ
とで生じる心理的ストレス等を初めて実感する「ケアマネジメント利用初期」の時点において、いかに「生活
意欲」を低下させずに支援を展開していくかということは、その後の生活を大きく左右するものと考える。こ
れまでの生きがいに関する研究としては、モラー ル尺度や生活満足度を生きがいやQualityoflifb（以下、QOL）
の指標として位置づけた検討が行われ、大きな成果をもたらしてきた'3)が、その研究の多くがサラリーマンや
前期高齢者を中心とした調査であり'4)、要支援・介護状態になった高齢者を対象とする研究は散見する程度と
なっている。また､｢生きがい」を「生活意欲」と関連付けたうえで社会活動ならびに生活機能といった各要因
との関連について総合的な観点から検討した研究は成されていない。
そこで、本研究では「ケアマネジメント利用初期」において利用者の「生活意欲」がどのような要因によっ
て低下させられてしまうのかということを、利用者の生活動作、社会環境との関わりといった生活状態の変化
との関連を見ることで明らかにし、今後の生活意欲の維持・向上に向けた支援として何ができるかという支援
の方向性に言及していくことを目的に調査・分析を行うこととした。
Ⅱ．研究方法
１．アンケート調査の概要と目的
介護支援専門員を対象に、ケアマネジメント介入による利用者の生活状態および生活意欲の変化を捉える目
的で、2010年-2011年の期間において１年毎に計２回の郵送調査をパネル調査として実施した。回答方法は、
2010年度時点においてケアマネジメントを初めて利用し始めた在宅生活を送る利用者１名（初回調査時点にお
いて、利用歴６ヶ月～１年程度）を介護支援専門員に任意で選定してもらい、当該利用者の１年毎の変化につ
いて回答を求めた。調査対象である介護支援専門員の選定にあたっては、一定の業務経験と就労期間という属
性を担保する目的から、日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー資格を有する介護支援専門
員を調査対象とした。認定ケアマネジャーとは当該学会の会員として２年以上の経歴のある者、または非会員
の場合３年以上の介護支援専門員としての実務経験を有する者であり、当該学会が行なう試験を合格した者で
あることから、本調査の対象として適切であるものと判断した。配布については、認定ケアマネジャーが任意
で参加する「認定ケアマネジャーの会」の協力のもと、各会員へ郵送を行なった。また、非会員である認定ケ
アマネジヤー に対しては、当該調査期間において各都道府県で実施された認定ケアマネジャー の研修会にて直
接配布を行なった。回答については介護支援専門員本人が記入を行い、指定封筒による郵送にて返送を依頼し
た。また、初回調査において次年度継続調査への協力を依頼し、了承が得られた介護支援専門員に対しては連
絡先の提示を求めた。調査期間は初回調査が2010年11月～2011年１月であり､追跡調査は2011年１０月～2011年
１１月に実施された。配布数および回収率については、初回調査時の配布数は1,500票、回収数456票（回収率：
30.4％)、追跡調査の配布数が369票、回収数239票（回収率：64.8％）であった。本研究では両調査において回
答の得られたデー タのうち、入院や施設入所､担当者変更によって追跡が不可能となった利用者情報を除く１９９
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票を基礎データとして用いた。
なお、本研究において介護支援専門員による利用者の状態評価に焦点を当てた理由として、介護支援専門員
は利用者本人からの情報だけでなくサー ビス提供機関や家族、近隣住民等の様々 な情報源から情報を得ること
で利用者の状態をアセスメントし、専門職という立場から利用者の状態を分析しているという点において、利
用者の状態評価に一定の客観性があるものと考えられることから、介護支援専門員の捉える利用者の状態評価
に焦点を当てることとした。
２．調査項目
調査項目については、利用者の「性別｣、「年齢｣、「現在の要介護度｣、「家族状況」といった「基本属性」に
加え、生活状態に関連する項目として「食事の状況｣、「入浴の状況｣、「排世の状況｣、「家事の状況｣、「意思疎
通の状況｣、「社会参加の状況｣、「住環境の状況｣、「経済的状況」を尋ねた。生活状態に関する項目については、
｢良い状態」と「悪い状態」を両極に位置づけ､各質問項目に適した回答選択肢を４件法で設けたうえで回答を
求めた。また､｢生活意欲」については「とてもある」～「まったくない」の４件法で回答を求めた。そのうえ
で、生活状態に関する項目および「生活意欲」の項目に関しては、初回調査と追跡調査の結果を用い、状態が
維持されている者、状態が改善した者を「維持・向上群｣、状態が悪化した者を「悪化群」の２群に分類した。
生活状態に関連する項目については､客観的な課題分析を行なうための目安として厚生労働省が示している｢課
題分析標準項目」等を勘案し、主だった上記項目を作成した。なお、本研究で使用した調査項目については、
福祉領域で研究を行う研究者と、現場の介護支援専門員によるレビュー をそれぞれ受け、必要に応じて質問内
容やワーディングの修正、項目の妥当性を検討したことから、内容妥当性を有しているものと判断する。
３．分析方法
本研究では当該調査結果を用い、利用者の生活意欲の変化（維持･向上＝０/悪化＝ｌ）を従属変数に、生活
状態に関する項目の変化（維持･向上＝０/悪化＝１）を独立変数に設定した二項ロジステイック回帰分析を行
なった。変数の投入方法については、独立変数として投入する変数について順序性についての仮説がない事か
ら、複数の独立変数を同時に投入するモデルである「強制投入法」を用いた。なお、統計解析にはSPSS
Statisticsl9.Oを用いた。
４．倫理的配慮
倫理的配慮としてアンケート用紙と共に調査に対する依頼書を同封し、調査の趣旨に同意が得られない場合
は、回答を行う必要がないこと、調査依頼を辞退した場合であっても不利益を被ることがない旨を説明した。
統計解析にあたっては、回答者が特定できぬようコード化を行うとともに、調査・分析方法については侵襲性
の有無、調査モデルの妥当性等について桜美林大学の倫理委員会においてアンケート案を諮り、承認を得た。
また、プライバシー保護に関する十全の配慮のもとでデータの管理を行い、他者が調査データにアクセスする
ことができないよう厳重に保管を行った。
Ⅲ、研究結果
１．分析対象となる利用者の基本属性
調査対象者の基本属‘性については、表ｌに示すとおりとなった。調査対象者の「性別」は「男性」が81名、
｢女性」が118名であり、2010年調査時点での「年齢」では80代の層に回答の多くが集中していた。また、「現在
の要介護度」については、「要介護ｌ」が53名、次いで「要介護２」が50名、「要介護３」が40名の順で回答が
多い結果となった（表１)。
???????????????????????????｜?????????
表１分析対象となる利用者の基本属性（n=199）
年齢
(2010年時点）
家族状況
(2010年時点）
??
(％）カテゴリー
男性
女性
64歳以下
６５～69歳
70～74歳
７５～79歳
８０～84歳
85～89歳
９０～94歳
95歳以上
独居
同居家族有り
要支援ｌ
要支援２
要介護ｌ
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５
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表２２０１０年-2011年の経年変化（n=81）
要介護度
(２０１０年時点）
なお各項目で欠損値は除外しているため合計人数が異なる場合がある
２．分析対象となる利用者の生活状態の経年変化
初回調査から追跡調査にかけての利用者の状態の経年変化については表２に示すとおりとなった。１年間の
経年変化において、他の項目に比べ「悪化」している傾向が見られる項目としては、「食事（悪化群＝43.2％)」
｢家事（悪化群＝38.3％)」「入浴（33.3％)」が挙げられる。一方で、高い水準で「維持・改善」という状態に
なっている項目は「意思疎通（維持・改善群＝77.8％)」「経済的状況（維持・改善群＝753％)」「排池（維持・
改善群＝74.1％)」であった。項目全体を見ると、半数以上が１年間の経年変化について「維持･改善」と回答
しているという結果が示された。また、「生活意欲」についても「維持･改善」とする回答が全体の77.8％を示
しており、初めて介護保険サービスを利用する状況にあっても、その生活意欲は概ね維持または改善されてい
る傾向が見られた。
2010年-2011年の経年変化
維持・改善群 悪化群
食事の状況 4６（56.8%） 3５（43.2％）
入浴の状況 5４（6６7%） 2７（3３3％）
排世の状況 6０（7４ １％） 2１（2５9％）
家事の状況 5０（6１ 7％） 3１（3８3％）
意思疎通の状況 6３（7７8%） 1８（2２2％）
社会参加の状況 5８（7１ 6％） 2３（2８4％）
住環境の状況 5９（7２8％） 2２（2７2％）
経済的状況
生活意欲
6１（7５
６３（7７
3％）
8％）
2０（２４
1８（2２
7％）
2％）
期、和高：介護支援専門員の捉える利用者の生活意欲とその関連要因５９
表３「生活意欲」を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析結果
項目
食事の状況
入浴の状況
排世の状況
家事の状況
意思疎通の状況
社会参加の状況
住環境の状況
経済的状況
Adjusted
OddsRatio
4.700
0.850
0.404
3.270
0.885
4.799
0.534
4.190
95％Confidencelnterval
Lｏｗｅｒ ｔＯ Ｕｐｐｅｒ
1.180 18.730
0.174 4.141
0.064 2.552
0.806 13.275
0.179 4.366
1.240 18.571
0.119 2.389
1.107 15.865
p-value
､028
､840
､335
､097
､881
､023
､412
.035
注）網掛け部分は5％水準(p<０．０５）で有意となった項目。
Hosmer-Lemeshowtest（p=0.564）
（､=81）
３．「生活意欲」を従属変数とした二項ロジスティック回帰分析結果
強制投入法による二項ロジステイック回帰分析を行なった結果を表３に示す。分析モデルについては
Hosmer-Lemeshowtestにより適合性を確認した。Hosmer-Lemeshowtestは分析モデルが「適合している」事を帰
無仮説とし、「適合してない」事を対立仮説とすることで、モデルの適合性を判断する検定であり、今回の結果
ではそのp値が有意水準（５％水準）を上回ったことから、帰無仮説（モデルが適合している）を採択し、求め
たロジスティック回帰式が従属変数の予測に資することが認められた。
分析の結果、従属変数である「生活意欲」に影響を与える利用者の生活状態の経年変化として、「食事の状
況｣、「社会参加の状況」および「経済的状況」が５％水準で有意に関連していることが示された。影響を与え
る度合いについて、それぞれの項目におけるオッズ比（OddsRatio）から見てみると、１年間において「食事の
状況が悪化した群」は、「食事の状況が維持・改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が47倍高く
なることが示された。また、「社会参加の状況」「経済的状況」についても、「社会参加の状況」が「悪化した
群」は「維持・改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が4.8倍高くなり、「経済的状況」が「悪化
した群」は「維持･改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が4.2倍高くなることが示された。これ
らのことから、ケアマネジメント利用開始時（2010年調査）から追跡調査（2011年調査）の１年間というケア
マネジメント利用開始初期段階における「生活意欲」を悪化させるリスク要因として､｢食事の状況」と「社会
参加の状況」の状態悪化、および「経済的状況」の負担増が析出された。
Ⅳ．考察
１．分析対象となる利用者の生活状態の経年変化
ケアマネジメント利用開始期からその後の１年間の生活状態を追った結果、項目全体として概ね70％近くの
回答者が１年間の状態について「維持・改善」したと回答しているという結果が示された。このことから、要
支援・要介護状態になったとしても、介護支援専門員の介入および各種サービスによる支援によって一定の生
活状態が確保され、高齢者の生活を安定させていたものと考えることができる。特に、「意思疎通」の状況や
｢社会参加」といった項目に代表される社会環境との関わりに関する項目については維持･改善に至っている割
合が高かった。また、「生活意欲」についても約80％近くの回答者が「維持・改善」状態にあると回答してお
り、維持･改善に至っている割合が高かった。一方で，「食事」や「家事｣、「入浴」といった生活動作に関する
項目は、社会環境との関わりに関する項目に比して「維持･改善」状態にあるという回答は低い傾向にあった。
そのため、こうした項目に関しては１年間という短期間においてもその状態が悪化しやすい項目として、ケア
マネジメント利用開始期の段階から悪化の過程を生活条件の中で系統的かつ予測的に捉えてアセスメントを行
なっておくことの必要性が示唆されたものと考える。
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２．「生活意欲」に影響を与える要因
二項ロジスティック回帰分析の結果より、ケアマネジメント利用開始期から追跡調査までの１年間というケ
アマネジメント利用開始初期段階における「生活意欲」を悪化させるリスク要因として､｢食事の状況」と「社
会参加の状況」の状態悪化､および「経済的状況」の負担増が析出された。特に「食事の状況」について、「悪
化した群」は、「維持・改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が4.7倍高くなることが示されてお
り、「生活意欲」に強く影響を与える要因として析出された。高齢者の場合､岨聡力の低下や礁下障害等によっ
て食べたい物が食べられず、食事の満足感を十分に得られないことから、食が細くなることも少なくない。こ
うした食事状態の悪化は低栄養状態を生み出し、生活行動が制限されるだけでなく、「規則正しい食事」によっ
て形成されていた生体リズムが崩れることにより、体内の消化酵素やホルモンの分泌、神経調節、臓器組織の
活性のバランスを崩した結果、生活全般に意欲低下をきたしたことが考えられる。また、守屋は日常生活に対
する積極性の喪失について、老人意識を強く持つほど、積極性を失い、日々の生活に満足感を味わうことが少
なくなるとし、老人意識については自分の加齢現象を他者と比較することで生じることを指摘する１s)。食事を
する際は他者と同席することが多く、その際に自身の食事状況を他者と比較してしまうことで「食事を満足に
とることができない」という自己概念が生成され老人意識に影響を与えた結果、生活意欲の喪失を引き起こし
たことも推察される。このように、食事による栄養摂取は人の生活における根幹的要素であり、生活意欲や体
調を維持･向上するための大切な行為と捉えられており、「食事の状況」の悪化が「生活意欲」を低下させる要
因として析出されたものと考える。
こうした「食事の状況」に加え「社会参加」の状況が「生活意欲」に関連していることも本結果から明らか
となり、「社会参加の状況」が「悪化した群」は「維持･改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が
4.8倍高くなることが示された。「社会参加」が高齢者の「生きがい」に影響を与えるということについては､先
行研究においても指摘されていることであり'6)l7II8l、本研究結果はこうした先行研究を支持する結果となった。
ボランティア活動や自治会活動だけでなく、趣味のサークル等、地域社会において何らかの役割や接点を有す
ることは、自らの存在感を確認し、生活の張りや生きがいにつながる'，)ことから、本研究においても「社会参
加」が「生活意欲」に関連する要因として析出されたものと考える。
一方で「経済的状況」が「悪化した群」は「維持･改善した群」に比して「生活意欲」が悪化する確率が4.2
倍高くなることが示されていた。「経済的状況」については,内閣府が2009年に60歳以上の者を対象に行なった
｢高齢者の日常生活に関する意識調査」において、「将来の不安事項」として「健康や病気のこと｣、「介護が必
要な状態になること」に次いで「生活に対する収入」が挙げられているように、多くの者が老後における経済
的不安を持っている現状がある。「経済的状況」が悪化するということは､介護保険を利用することによる介護
費用という経済的負担が増えたことに加え、さらなる将来への不安を助長し、今後の生活に対する肯定的なイ
メージが持てなくなることが推察されることから「生活意欲」を悪化させる要因として析出されたものと考え
る。
Ｖ、まとめと課題
１．要支援・要介護状態になっても生きがいを持って生活を続けていくために
本研究では要支援・要介護状態になった際にも「生きがい」をもって生活できるよう支援を行なっていく必
要があるという立場に立ちつつ、介護保険制度を利用し始めたばかりの高齢者は「生きがい」を表出すること
が容易ではない状況を鑑み、「生きがい」に類する概念として「生活意欲」を介護支援専門員の視座から捉え、
分析を行なってきた。結果、ケアマネジメント利用開始時（2010年調査）から追跡調査（2011年調査）の１年
間というケアマネジメント利用開始初期段階における「生活意欲」を悪化させるリスク要因として､｢食事の状
況」と「社会参加の状況」の状態悪化、および「経済的状況」の負担増が析出された。当然、こうした生活状
態の悪化や生活意欲の悪化に至らないよう、介護支援専門員はサー ビス調整を介して要支援・要介護高齢者を
増田和高：介護支援専門員の捉える利用者の生活意欲とその関連要因６１
日々支え続けている。しかしながら、突発的な事故や疾病、老化に伴う機能低下を完全に防ぐことは不可能で
あり、結果として１年間という短期間において「悪化」という状態に至っている高齢者が存在することも明ら
かとなった。こうした生活状態の変化は老年期において避けることはできないが、一方で「生活意欲」を維持
するという観点から見たときに、今回の調査結果から明らかとなった「食事の状況｣、「社会参加の状況｣、「経
済的状況」についてさらに踏み込んだ支援を行なう意義はあるものと考える。例えば、「食事の状況」につい
て、口腔の正常な状態を保ち岨噸、嘘下等に問題をきたさないように予防的見地から歯科医や歯科衛生士等に
あらかじめサービス担当者会議への出席を依頼するなど、早期の段階で専門家からの情報提供を得ることがで
きる環境整備を行っておくことは、食事の状況悪化によって生活意欲が損なわれないための取り組みとして有
効であるものと考える。また「社会参加の状況」についても、自治体等が趣味活動や生涯学習等の取り組みを
介して、高齢者が社会参加することができる場を提供しているが、要支援・要介護高齢者にとってのアクセシ
ビリティが確保されておらず､参加したくても参加できない現状'9)が指摘されていることから､送迎ボランティ
アの活用や家族支援者の協力といったインフオーマル資源の積極的活用に取り組む必要もあるものと考える。
｢経済的状況」については、具体的に介護サービス等で解決できる問題ではないにしろ、状況が悪化すれば「生
活意欲」が損なわれる可能性は看過できないことから、都道府県社会福祉協議会が運営する生活福祉資金の紹
介や関連機関との仲介等を行なうことで、できるだけ経済的状況が悪化しないよう努めることが求められるも
のと考える。このように、「生活意欲」を低下させないよう、それぞれのリスク要因に対してケアマネジメント
利用初期の段階からリスクヘッジに取り組み、できるだけ「生活意欲」を維持しながら生活を送ることができ
るよう支援を行なうことは、高齢者が主体的、能動的に生きていると思える実感や、生きていく動機となる意
識を醸成し、「生きがい」につながっていくものと考える。
２．研究の限界と課題
今回の研究結果を踏まえ、以下の２点が本研究の限界と課題として挙げられる。まず第１に、従属変数およ
び独立変数として用いた「生活の状態変化｣、「生活意欲」についての限界と課題が挙げられる。本研究の結果
は介護支援専門員を対象とした調査に依拠するため、その認識の度合いは介護支援専門員の主観による評価に
頼らざるを得ず、高齢者自身による自己評価は加味されていない。また、「生活意欲」についても「生きがい」
との概念間の整理が不十分であり、両者の概念間の関係性を含め、今後も引き続き、多面的な角度からの分析
を視野に入れた分析枠組みの検討を行なっていかなければならないものと考える。２点目は、今回の調査対象
者が介護支援専門員によって任意に選定された「在宅高齢者」である点にある。先行研究においては、在宅生
活者と施設入所者の間には「生きがい」に関する考え方に相違があることが指摘されており、本研究の結果を
もって全ての要支援・要介護者に当てはめて一般化することには限界があると言える。今後、調査対象の拡大
を試みるとともに、住環境や家族サポートの有無等の個人属性を加味したうえで一般的な傾向を明らかにして
いく必要があるものと考える。以上の限界と課題をふまえ、今後更に研究の精綴化を行っていく必要があるも
のと考える。
なお、本研究は平成22年度および平成23年度厚生労働省補助事業「老人保健健康増進事業」の助成により行
われた研究の一部である。
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FactorsAssociatedwiththeLifeMotivationofElderlyPeople
ＫａｚｕｔａｋａＭＡＳＵＤＡ
TWostudiesonunderstandingusers，situationandlifemotivationwereconductedfiFomthebeginningofsupportby
matchingcasemanagersandelderlypeoplerequiringlong-termcare(November,2010,andNovember,2011).Thetime
seriesdataofthel99caseswithrepliesfbralltimeswereanalyzedAlogisticregressionanalysiswasthenconductedto
determinethecorrelationbetweenthechangesofsituationandthelifemotivationAsaresultoflogisticregression
analysis,itwasshownthattheincreasingriskｓｏｆｍｏtivationinlifbareeating,socialinvolvement,andeconomicsituation
(p<､05).Itisconsideredthatcasemanagersshouldcoordinateadequacyservicesfbrelderlypeopletoreducedegrading
riskbasedontherecognitionoftheimportanceofongoingassessment．
KeyWOrds：casemanager,lifemotivation,long-termcareinsurance
